
 

（第２号様式）（用紙日本工業規格Ａ３横長型） 

神奈川県教育委員会教育長 殿 

提出日：平成 30年３月 29日  

学校名：県立海洋科学高等学校  

平成 29年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 22日実施） 

（平成 28年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （３月５日実施） 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 

学習指導 

①生徒の海洋科
学に対する意
欲や探究心を
高める教育課
程編成や組織
的な授業改善
に取組む。 

 
 
 
 
 
 
 
②実習や学校行
事、生徒会活
動等を充実さ
せ、生徒の主
体的な行動の
促進を図る。 

①アクティブラー
ニングを深い学
びにつなげるた
めの研究授業、
教員研修会の実
施及び内容の充
実を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
②実習や研究活動
を通して、生徒
の主体的な行動
の促進を図る。 

①アクティブラーニ
ングを通じた生徒
の「深い学び」の
実現に向けた科目
や教科の横断的な
授業展開方法を研
究する。 

 
 
 
 
 
 
 
②地域や産業界と連
携した実践的、体
験的な学習活動を
積極的に推し進め
るとともに、生徒
が実習や研究活動
の成果を校内・校
外で発表する機会
の増加を図る。 

 
 

①生徒の授業評価
において「授業
でわからないと
ころがあった
ら、先生や友達
に聞いたり、自
分で調べたりす
るなどして、わ
かろうとする努
力をしてい
る。」の最も高
い評価が 40%以
上となったか。 

 
②地域や産業界と
連携した実験や
実習を実践し、
それらを発表す
る機会が前年度
より増加した
か。 

①前期の評価、後期
の評価における最
も高い評価の割合
は、両評価ともに
36.6％であった。 

・10月から 11月に
かけて教科の枠を
超えた授業見学や
研究授業、研修会
を実施し、重点的
に扱って欲しい部
分や共通部分など
の情報交換・意見
交換ができた。 

②東京大学と連携し
たアコヤガイの養
殖や水産技術セン
ター等と連携した
キャベツウニの蓄
養など研究機関や
地域等と連携した
実習を実践した。
研究活動の成果に
ついては、全国海
洋教育サミットや
神奈川県漁業者交
流大会等多くの機
会で発表すること
ができた。 

①次期学習指導要
領を踏まえ、生
徒の「深い学
び」の実現に向
け、教科を横断
した授業のあり
方など組織的な
授業改善につい
ての取組と工夫
が必要である。 

 
 
 
 
②地域や産業界と
連携した取組に
ついて、海洋生
物や海洋食品な
ど特定の学習活
動に限られてい
る。 

今後は、他の
水産各分野につ
いても取組を推
進する必要があ
る。 

①生徒による授業評価
の評価結果について
は、目標は下回って
いるが評価できる内
容である。 

また、教科を横断
した授業など、組織
的な授業改善につい
ても、取組みが推進
されている。 
今後は、次期学習

指導要領を踏まえた
組織的な授業改善に
取組むことが必要で
ある。 

②地域や産業界との連
携が推進され、連携
事業が実習などにも
取り入れられている
ことは評価できる。   

研究活動について
も、生徒が外部で発
表する機会が増えて
いる。 
今後は一部の分野

だけではなく多くの
分野で地域や産業界
との連携を推進する
ことが必要である。 

①教科の枠を超えた授
業見学や研究授業、
研修会などの実施に
より、アクティブラ
ーニングを深い学び
につなげる取組が推
進された。 

今後は、教科の枠
を超えた組織的な授
業改善について一層
の工夫が必要であ
る。 

 
 

②地域や研究機関等と
連携した実験や実習
を実践し、研究活動
の成果については、
全国海洋教育サミッ
トや神奈川県漁業者
交流大会等多くの機
会で発表することが
できた。 

今後は、特定の分
野だけでなく、他の
水産各分野について
も取組を推進する必
要がある。 

①次期学習指導要領
を踏まえ、生徒の
「深い学び」の実
現に向け、教科を
横断した授業に取
組み、アクティブラ
ーニングを深い学び
につなげるための研
究授業や研修会を定
期的に実施する。 

 
 
 
 
②水産各分野における
課題研究の取組や水
産クラブでの取組を
充実、発展させ、全
ての水産分野におい
て、地域や産業界と
の連携による研究活
動、実習等が行える
ような具体的な方策
を検討、実施する。  

２ 生徒指導・支援 

①行事・部活動
の活性化を通
して、責任感
や連帯感の涵
養を図る。 

 
 
 
 
 
②生徒一人ひと
りの個に応じ
た支援体制の
充実を図る。 

①部活動加入率の
増加等、部活動
の活性化に向け
た取組を推進す
る。 

 
 
 
 
 
②支援が必要な生
徒に対する迅速
な対応が可能と
なる教育相談体
制を構築し、支
援、指導の充実
を図る。 

①生徒の意識調査の
実施をもとに分析
と具体的方策の策
定。 

 
 
 
 
 
 
②SC、養護教諭、教
育相談コーディネ
ーターの連携を密
にし、担任等の関
係職員との情報共
有を徹底し、個々
の支援に当たる。 

 
 

①意識調査をもと
に具体的方策を
立て部活動加入
率の増加ができ
たか。 

 
 
 
 
 
②関係各所の連携
を個々の生徒の
支援に結びつけ
ることができた
か。 

①生徒の意識調査を
もとに部活動、サ
ークルの新設を行
い 1年次生の部活
動加入が 48％と
なった。 

 
 
 
 
②年間を通じＳＣと
連携し、カウンセ
リングルームを有
効的に活用して個
別の生徒に対して
支援を実施した。
また、各年次と生
徒支援グループが
協力しながら生徒
の見守りを継続す
ることができた。 

①部活動加入率に
ついては、思う
ように伸びてい
ない。来年度以
降も部活動加入
率の増加、部活
動の活性化に向
けた具体的な取
組を継続する必
要がある。 

②教育相談体制が
充実してきてい
る。今後はケー
ス会議など必要
な取組を充実さ
せ、有効な活用
を継続していく
必要がある。 

①部活動の活性化は学
校の魅力アップにつ
ながる。教員の働き
方改革も含め、ＯＢ
など外部の力を活用
して、部活動の活性
化に向けた取組を推
進すべきである。 

 
 
②課題を抱える生徒に
対し、SC、養護教
諭、教育相談コー
ディネーターとの
連携を密にしなが
ら個々の支援を行
っていることは評
価できる。今後も
ケース会議など、
必要な取組を推進
すべきである。 

①生徒の意識調査をも
とに新設したウエイ
トリフティングサー
クルは、関東大会で
２名が入賞を果たす
ことができた。 

  今後も部活動の活
性化に向けた具体的
な方策を検討、実施
する必要がある。 

②支援が必要な生徒に
対し SC、養護教諭、
教育相談コーディネ
ーターの連携を密に
し、担任等の関係職
員との情報共有を徹
底することで個々の
支援を充実させるこ
とができた。 

①部活動を活性化させ
るため、卒業生や地
域の方など外部の人
材を活用して活動の
充実を図る。 

  また、部活動加入
率の増加に向けた
具体的な方策につ
いては、継続して
検討、実施する。 

②SC、養護教諭、教
育相談コーディネ
ーター間の連携を
更に発展させると
ともに、情報共有
を徹底させるため
年次毎のケース会
議を確実に機能さ
せる。 



 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 22日実施） 

（平成 28年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （３月５日実施） 成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

生徒が自らのキ 
ャリア発達を意 
識できる進路指 
導の充実を図 
る。 

・専門に関するイ
ンターンシップ
の 取 組 を 推 進
し、生徒の専門
深化を図るとと
もに、適切な勤
労観、職業観を
育成する。 

 
 

・事前事後学習を十
分に行い、専門グ
ループごとのイン
ターンシップの設
定と実施を推進す
る。 

・専門グループに
よるインターン
シップが前年度
より多く実施さ
れたか。また、
参加生徒数が昨
年度より増えた
か。 

 

・夏期休業中に、水
産技術センターや
内水面漁業協同組
合連合会、水族館
等の機関やシラス
網漁業、遊漁船な
ど、専門系列によ
るインターンシッ
プを企画・実施し
25名の生徒が参
加した。 

 

・専門系列グルー
プによるインタ
ーンシップの募
集時期と募集方
法の検討が必要
である。 

・１，２年次生徒
へのインターン
シップの参加に
対する動機付け
が必要である。 

 

・漁業関係や生物系の
インターンシップに
ついては、昨年に引
き続き充実している
が、他の分野に関し
ては、取組が不十分
である。 

次年度に向けて
は、インターンシッ
プへの参加に対する
意識付けを早い段階
から行う必要があ
る。 

 

・専門系列によるイン
ターンシップを企
画・実施し 25名の
生徒が参加した。参
加生徒の進路希望や
進路実現に向けて充
実した取組み内容と
なった。 

  今後は、インター
ンシップの参加者を
増やすための具体的
な方策を講じる必要
がある。 

 

・専門系列グループ
によるインターン
シップの募集時期
と募集方法を検討
するとともに、
１、２年次生徒全
員へのインターン
シップに対するガ
イダンスを実施す
る。 

４ 地域等との協働 

①教職員一人ひ
とりが創意工
夫し学校の魅
力を開発・発
信し、学習セ
ンター機能を
充実・発展さ
せる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②地域との協働
を推進し、地
域に信頼され
る学校づくり
を進める。 

 
 
 
 

①海洋学習センタ
ー機能の充実・
発展を図り、本
校の魅力を十分
に発信するとと
もに、本校の教
育資源を活用し
た取組を推進す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
②地域産業界等と
の連携、協働を
推進し、地域か
ら信頼され、必
要とされる学校
づくりを推進す
る。 

 
 

①三浦真珠プロジェ
クトを始めとした
学校外組織との連
携による事業を進
めるとともに、成
果 を 積 極 的 に 発
信、本校の教育資
源活用の分野拡大
と深化を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
②地域関連産業、漁
協等のイベントな
どに参加する機会
を増やし、信頼関
係をより深める取
組を行う。 

 

①海洋学習センタ
ーの事業取組状
況およびホーム
ページへのアク
セス数が前年度
より増えたか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②イベントへの参
加が前年度より
増えたか。また
イベントでのア
ンケート結果で
生徒の自己肯定
感を高めること
ができたか。 

①三浦真珠プロジェ
クトなど地域で行
われている様々な
取組に協力し、事
業について広報す
ることができた。
また、ホームペー
ジを充実させ、学
校行事や実習風景
などについてホー
ムページで積極的
に発信し、ホーム
ページのアクセス
数が 1日平均 120   

 件になった。  
 
  
②「よこすかさかな
祭り」「Ｆｉｓｈ
-1グランプリ」
など、新たなイベ
ントに参加し、多
くの地域団体と連
携した取組を行い
開かれた学校づく
りを推進した。 

①ホームページや
水産海洋関連の
情報などに興味
関心が薄い中学
生や保護書に対
して、本校の魅
力をどのように
伝え、届けるか
広報活動のアプ
ローチを考察・
改善する必要が
ある。 

 
 
 
 
 
 
②東京大学、三浦
市、横須賀市、
漁協、地域産業
界との連携など
地域との協働を
推進した。今後
は、地域ブラン
ドの開発や生産
物販売などの取
組を更に具体化
していくことが
必要である。 

①三浦真珠プロジェ
クトを始めとした
外部との連携事業
が推進され、マス
コミなどにも取り
上げられているこ
と は 、 評 価 で き
る。 

また、ホームペ 
ージの更新回数も
例年より多く、教
育活動の成果を積
極的に発信してい
る。 
今後も学校の魅

力を積極的に発信
してくことが必要
である。 

②地域関連産業、漁
協等のイベントな
どに参加する機会
が増え、信頼関係
をより深める取組
が充実してきたこ
とは評価できる。 

  今後は、地域と
連携した商品開発
などを具体化して
いくことが必要で
ある。 

①海洋学習センター機
能の充実・発展が図
られ、水産、海洋教
育に興味・関心が高
い方へ本校の魅力を
十分に発信すること
ができた。 

  今後は、水産・海
洋教育に興味・関心
が薄い中学生や保護
者に対して、本校の
魅力をどのように発
信していくか、広報
活動のアプローチを
考察・改善する必要
がある。 

 
 
②地域関連産業、漁協
等のイベントなどに
参加する機会が増
え、関係機関等との
信頼関係をより深め
ることができた。 

  今後は、６次産業
化を見据えた地域と
連携した商品開発、
生産物販売などを具
体化していくことが
必要である。 

①学校行事や実習風
景などについてホ
ームページで積極
的に発信し、更新
回数を更に増加さ
せる。 

  また、水産・海
洋教育に興味・関
心を持ってもらう
ため、近隣中学校
に対する出前授業
や施設見学等の受
入を積極的に実施
する。 

 
 
 
 
②地域と連携した地
域ブランドの新製
品を開発し、商品
化を目指して産、
官、学の連携事業
を推進するととも
に、実際の販売に
向けた具体的な方策
を検討、実施する。 

 

５ 
学校管理 

学校運営 

すべての職員が 
教育環境の変化 
に迅速に対応し 
前向きに課題に 
取組む学校文 
化を形成する。 

神奈川県の教育課 
題について教職員 
の意識を高めるた 
め、教員研修会の
実施及び内容の充
実を図る。 
 
 

地域との交流を積極 
的に推進する為のイ 
ベントなどを企画立 
案するための研修会 
等を開催する。 
 

研修会の参加率及 
び提案された企画 
数を高めることが 
できたか。 

地域の方に本校の学
びの内容を知っても
らうための企画とし
て生産物販売所の開
催が立案された。企
画の実現に向けた研
修会を開催し、今年
度５月より月に１回
程度本校の実習製品
等を校内販売した。
各回 50名～100名
程度の来校者があ
り、好評を得た。 

来年度のコミュニ
ティスクールの導
入に向けた今後の
取組を推進するこ
とが必要である。 

開かれた学校づくりを
推進するため、生産物
販売の実施など、地域
の方が来校する機会を
増やしたことは、評価
できる。 
 来年度のコミュニテ
ィスクールの導入につ
いては、取組み内容の
具体を精査する必要が
ある。 

生産物販売所の開催な 
ど、地域との交流を積 
極的に推進する為のイ 
ベントを実施し、多く 
の来校者があった。 
 今後は、来年度のコ 
ミュニティースクール 
の導入に向けて各職員 
の意識を高めるための 
研修会等を充実させる 
ことが必要である。 
 

来年度のコミュニティ
スクールの導入につい
て、具体的な取組内容
を検討するとともに、 
コミュニティースクー 
ルに対する職員の意識 
を高めるための研修会 
を実施する。 

 
 


